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どれがいいの？遺言、信託、生前贈与

～相続対策のメリットと注意点～
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１ 遺産分割は均分時代
明治・大正・戦前

家督相続

（戸主以外 遺産相続）

戦後～

遺産相続

法律上 均分相続

意識 家督相続→長男相続

現在

遺産相続

法律上 均分相続

意識 長男相続

→ 均分相続へ



均分相続化の背景

 権利意識の拡大

 終身雇用制の崩壊、不景気、今後の見通しが立たない

 現役世代の資力の低下

 情報供給量増大

✓ 書籍

✓ テレビ

✓ インターネット



相続対策の必要性
何もしなければ

遺産分割協議

→相続人全員の合意 （均分相続の意識）

争いになれば
調停

審判

→法定相続分

相続対策の必要性
①遺言

②生前贈与

③信託



２ 民法改正で遺言の見直し

遺言制度に関する改正

従前

自筆証書遺言は全部手書き 間違い、大変

自筆証書遺言は、保管方法規定なし 偽造変造・紛失。存在・・

自筆証書遺言は、検認手続必要 面倒、時間かかる

改正

① 自筆証書遺言の方式緩和 （2019.1.13）

② 遺言執行者の権限の明確化（2019.7.1）

③ 自筆証書遺言の保管制度の創設（2020.7.10）

自筆証書遺言の作成推進



①自筆証書遺言の方式緩和

（１）施行日 ２０１９年１月１３日 （施行日以降の遺言書作成に限る）

（２）自筆証書遺言の要件緩和（改正民法９６８）

遺言者が，その全文，日付及び氏名を自書し，要押印

↓

要件緩和

相続財産目録を添付する場合には、目録につき自書でなくても可

（目録の毎葉に署名押印が必要）

（３）様式

①パソコン等で相続財産の目録を作成

②遺言者が他人に相続財産目録を作成

③相続財産を特定する書類を添付

（例，不動産登記事項証明書，預貯金通帳等）



③自筆証書遺言の保管制度

（１）施行日 ２０２０年７月１０日

（２）改正前の現状
自筆証書遺言の保管方法規定なし

（３）問題点

・遺言書紛失・亡失のおそれ

・相続人により遺言書の破棄・隠匿・改ざんのおそれ

・これらの問題により相続をめぐるトラブルのおそれ

（４）法務局における自筆証書遺言の保管制度創設による効果

・遺言書の紛失や隠匿等の防止

・他人に遺言書を見られることがない

・遺言書の存在の把握が容易

・検認が不要



自筆証書保管制度全体図



遺言書の閲覧

遺言書閲覧請求

モニター閲覧

すべての遺言書保管所（法務局）

原本閲覧

原本保管所（法務局）のみ

生前

遺言者本人のみ

死亡後

相続人等

他の相続人へは通知



遺言情報証明書

・この後、遺言書の写しが続く

・遺言者の死亡後のみ請求可
・全国の遺言書保管所（法務局）
・他の相続人への通知あり
・相続手続きに使用



自筆証書遺言の普及による効果

自筆証書遺言による書き換え容易

先の公正証書遺言 vs 後の自筆証書遺言

〇（遺言が有効な場合）

将来的には遺言調査必須か？



改正民法 遺留分

改正前 遺留分減殺請求

共有

改正後 遺留分侵害請求

金銭債権



二男 １/４

長男全部 長男全部

二男 １/４

遺留分減殺請求 遺留分減殺請求

長男３/４ 長男３/４

改正前 遺留分減殺請求

９０００万円 １０００万円



長男全部

二男 １/４ ２５００万円金銭債権

遺留分侵害額請求

改正後 遺留分侵害額請求

９０００万円 １０００万円

合計１億円

管理コスト
税金等負担



遺言の見直し
「全ての財産を長男に」 優良資産、不良資産含めすべて長男

（改正前 遺留分減殺請求→共有）

遺留分侵害請求により

↓

お金だけ次男（優良資産）

管理の問題、税金等コスト負担

資産の仕分け、遺言の見直し必要！

たとえば

「優良土地は長男、地方荒地は共有、遺留分侵害額請求相当額の現金を次男」



遺言と贈与

遺言

被相続人の最終意思の尊重（単独の意思表示）

死亡時に権利移転

死ぬまで遺言者のもの

贈与

当事者双方の合意

原則 贈与契約時に権利移転

贈与時にもらった人のもの



３ 生前贈与って効果あるの？

①生前贈与

税法上 贈与税相続税課税対象財産から除外

ただし、相続開始前３年以内の財産を取得した人への贈与は生前贈与加算

この場合贈与税額控除

法律上 相続人への生計の資本贈与は特別受益として計算上相続財産へ持戻し

相続開始前３年かどうかは関係なし



相続税法と相続法

３年超贈与 ３年以内贈与

相続税法

相続法

特別受益 特別受益



②１１０万円非課税贈与

税法上 受贈者１人につき年間１１０万円まで非課税。

相続開始前３年以内の相続財産取得者への贈与は相続財産に持ち戻し。

相続開始前３年を超えれば持ち戻ししない。

財産を取得しない孫、相続人の配偶者等への贈与は持ち戻ししない。

↓

受贈者が多いほど、年齢が若い時から継続するほど、節税効果あり

法律上 相続人への生計の資本贈与は特別受益として計算上相続財産へ持戻し

相続開始前３年かどうかは関係なし



③相続時精算課税贈与（子、孫への贈与 ２５００万円まで非課税）

税法上 相続の際に相続税の課税対象財産として贈与時の時価で持ち戻す

相続開始前３年かどうか不問

値上がりが予想される財産においては効果がある可能性

次世代へ資金シフトしたい場合

１１０万円の非課税枠が使えなくなる

法律上 相続人への生計の資本贈与は特別受益として計算上相続財産へ持ち戻し

どうしても承継したい資産がある場合 ex事業用土地、自社株



特別受益の持ち戻し免除

法律上 原則 特別受益は計算上相続財産へ持ち戻す

① 持ち戻し免除の意思表示（贈与契約書等に明記が望ましい）

⇒相続財産に持ち戻さない（遺留分侵害額請求の場合を除く）

② 改正前 10年超前の特別受益は遺留分侵害請求の計算基礎に参入

改正後 10年超前の特別受益は遺留分を算定するための財産の価額に原則参入しない

↓

特別受益の持ち戻し免除の意思表示を含む贈与をすれば、

① 遺産分割協議の対象からはずれ、

② 贈与後１０年超の場合原則遺留分侵害額請求をされない。

（遺留分権利者に損害を加えることを知っていた場合を除く）

早めの贈与の推奨



４ 遺言 vs 生前贈与

（１）相続人通知編 → 遺留分侵害請求リスク

（最長で相続開始から１０年）

１）遺言

遺言共通 遺言内容を遺言執行者から相続人へ通知する義務

財産目録の作成、交付義務

自筆証書遺言保管制度 閲覧、証明書⇒他の相続人へ通知

２）生前贈与

他の相続人へ通知義務なし

（相続時精算課税制度等相続税申告義務がある場合あり）



遺言書の保管に関する通知

他の相続人等への通知

 遺言者死亡後の遺言書閲覧

 遺言書情報証明書



（２）撤回、書き換えリスク編

１）遺言

あり（後の遺言が有効）

２）書面による生前贈与

なし（登記等対抗要件具備が望ましい）



（３）遺留分編

１）遺言 遺留分を算定するための財産の価額に参入する

２）相続人への生前贈与（特別受益）

相続開始前１０年以内 遺留分を算定するための財産の価額に参入する

相続開始前１０年超

原則 遺留分を算定するための財産の価額に参入しない

例外 双方遺留分権利者に損害を加えることを知っていた場合、

遺留分を算定するための財産の価額に参入する

「遺留分権利者に損害を加えることを知っていた」どうかは、

贈与財産の全財産に対する割合だけではなく、贈与の時期、贈与者の年齢、健康状態、

職業などを要素とし将来財産が増加する可能性が少ないことを認識してなされた贈

与であるか否かで判断すべきである。とした過去の判例あり



（４）費用編

１）遺言

① 作成費用 公正証書遺言 数万円～（財産価格による）

自筆証書遺言 ０円～

② 手続費用 遺言執行手数料

不動産登記登録免許税 評価額×０・４％（相続人以外２％）

司法書士手数料

③ 税金 相続税

２）生前贈与

① 作成費用 公正証書以外原則０円

② 手続費用 登録面免許税 評価額×２％

不動産取得税 土地 評価額×３％（１．５％）

建物 評価額×４％（３％）

司法書士費用

③ 税金 贈与税



（５）税金編

１）遺言

相続税 (相続財産総額１億円,相続人１人の場合）

① 基礎控除３０００万円+６００万円×法定相続人の数（１人）

② 税率・控除額（相続人１人のみ、１億円以下 ３０％－７００万円）

（１億円－３６００万円）×３０％－７００万円＝１２２０万円

２）生前贈与

贈与税（贈与財産１億円、子１人への贈与の場合）

① 基礎控除１１０万円

② 税率・控除額（４５００万円超の場合 ５５％－６４０万円）

（１億円－１１０万円）×５５％－６４０万円 ＝４７９９．５万円



４ 遺言 vs 生前贈与 まとめ
遺留分を考えると先に贈与に軍配が上がる可能性あり。

相続人への通知編

１０年超前の贈与は原則遺留分侵害請求されない。

税負担を考えると遺言の方が有利な多い。

一括の贈与で贈与税が高いならば、暦年贈与で税コスト軽減

贈与は贈与者と受贈者の双方の合意なので、

関与していない相続人がいる場合の心理的疎外感は考慮したい

（受遺者主導の遺言も実質はそれに近いものあり）

相続人全体の状況を把握し、法律面、税務面の知識だけでなく、

相続人の心情等を考慮し、それぞれの専門家と連携しながら、

相続アドバイザーとしてご相談を受けることが望ましい。



信託

信託契約

委託者A 受益者A

帰属権利者B

信託の目的 受託者の適切な財産の管理運用処分、受益者の生活支援
信託終了 受益者の死亡

信託財産の移転
（不動産・預金等）

信託財産の
管理・運用・処分

収益・配当

受託者B （契約終了時 相続税）

（契約時 課税関係生じす）

将来判断能
力が心配



信託

（０）委託者と受託者の契約（形式上権利移転）

（１）相続人への通知 原則なし

（信託終了時は清算受託者は受益者及び帰属権利者に承認要する規定あり）

（２）書き換えリスク編 なし（要 登記等対抗要件具備）

（３）遺留分 遺留分侵害請求される場合あり

（４）費用編 公正証書 公証人手数料（専門家費用発生の場合あり）

公正証書以外 原則０円 (専門家費用発生の場合あり）

登録面免許税 土地 評価額×０．３％（０．４％）

建物 評価額×０．４％

不動産取得税 契約時発生しない

専門家費用

（５）税金 原則 相続税（委託者兼受益者で受益者死亡の場合）

（６）遺言代用機能あり



５ 信託は終了が大事
被相続人の財産から離れ、信託財産となる

先の遺言 vs 後の信託

〇

先の信託 vs 後の遺言

〇 （遺言の対象とならない）

信託契約の中で受益者が亡くなった場合を定めること可

→遺言と同等の機能（遺留分侵害額の可能性）

相続トータル的なアドバイスが大切です



遺言 VS 贈与 VS 信託
遺言 贈与 自益信託

形態 単独行為 贈与者受贈者契約 委託者受託者契約

所有権移転 死亡時に受遺者 受贈者 受託者へ形式移転

処分権限 死亡まで遺言者 受贈者自由 受託者契約範囲内

登録免許税相続人 0.4% ２％ 契約時0.3%(0.4%)

不動産取得税 原則かからない 3%(4%) 原則かからない

相続税・贈与税
相続税 贈与税 相続税

相続人への通知 執行者（法務局） 不要 不要(終了時一定者承認)

遺留分侵害額請求
あり あり

(１０年超原則なし)
可能性あり

世間の理解度 あり あり 乏しいが徐々に浸透中



相続アドバイザー協議会
養成講座




